
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

（16年度末） A B B/A 15年度の人件費率

16年度 6,900 人 6,054,514 千円 81,253 千円 986,388 千円 16.3 ％ 15.3 ％

(注) 歳出額、実質収支、人件費及び人件費率は、「地方財政状況調査」によります。

(2) 職員給与費の状況(普通会計予算)

区分
職員数 給与費 １人当たり給与費

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 　　　B B/A

17年度 114 人 435,475 千円 75,031 千円 165,935 千円 676,441 千円 5,934 千円

(注) １　職員手当には退職手当を含みません。

２　給与費は当初予算に計上された額です。

(3) 特記事項

次のとおり給与等の抑制措置を実施しています。

①　一般職員

区分 給料 職員手当 期末・勤勉手当

17年度 一律5.0％減

借家に係る住居手当5,000円減
諸手当（調整手当、管理職手
当、時間外勤務手当、休日勤務
手当、夜間勤務手当）を削減後
の給料月額で算定

役職加算措置の凍結（一律0％）
削減後の給料月額で算定

16年度 一律5.0％減

借家に係る住居手当5,000円減
諸手当（調整手当、管理職手
当、時間外勤務手当、休日勤務
手当、夜間勤務手当）を削減後
の給料月額で算定

役職加算措置の凍結（一律0％）
削減後の給料月額で算定

15年度 － －

役職加算措置の抑制
　８級　15％→9％
　６・７級　10％→6％
　４・５級　5％→3％

②　特別職

区分 給料 期末・勤勉手当

17年度
町長20.0％減　助役15.0％減
収入役・教育長10.0％減

役職加算措置の凍結
　15％→0％
削減後の給料月額で算定

16年度
町長10.0％減　助役8.0％減
収入役・教育長7.0％減

役職加算措置の凍結
　15％→0％
削減後の給料月額で算定

15年度
町長・助役・収入役・教育長
5.0％減

役職加算措置の抑制
　15％→9％
削減後の給料月額で算定
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③　議会議員

区分 報酬 期末手当

17年度 － －

16年度 －
役職加算措置の凍結
　15％→0％

15年度 －
役職加算措置の抑制
　15％→9％

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在)

(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数で

　す。

２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したもので

　す。

(H12)
98.1

(H12)
96.1

(H12)
96.2

(H17)
92.0

(H17)
92.5

(H17)
93.7

90

95

100

105

長万部町 類似団体平均 全国町村平均

- 2 -



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成17年４月１日現在）

①　一般行政職

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

長万部町 43.0 歳 329,465 円
359,742 円

354,946 円

国 40.3 歳 329,728 円 382,092 円

類似団体 42.6 歳 327,620 円
365,027 円

356,542 円

②　技能労務職

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

長万部町 49.1 歳 317,205 円
335,087 円

330,355 円

うち自動車運転手 49.2 歳 338,295 円
357,957 円

352,724 円

国 48.1 歳 285,008 円 316,350 円

うち自動車運転手 46.3 歳 289,013 円 326,745 円

類似団体 46.7 歳 272,778 円
290,089 円

287,197 円

民間事業者平均 51.6 歳 － 366,281 円

(注) １　「平均給料月額」とは、平成17年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時間外勤務手当などの

　諸手当の額を合計したものです。　このうち、上段はこれらすべての諸手当込みのものであり、地方公務員給

　与実態調査において明らかにされているものです。　また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤

　務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し

　たものです。

３　「民間事業者平均」は、北海道の調査結果によります。

(2) 職員の初任給の状況（平成17年４月１日現在）

区分
長万部町 国

初任給 ２年後の給料 初任給 ２年後の給料

一般行政職

大学卒
162,165 円 175,180 円 Ⅰ種    179,800 円 Ⅰ種    198,600 円

（170,700円） （184,400円） Ⅱ種    170,700 円 Ⅱ種    184,400 円

高校卒
131,860 円 141,075 円

138,800 円 148,500 円
（138,800円） （148,500円）

(注) （　）内は、削減前の額です。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成17年４月１日現在）

区分
経験年数

10年以上15年未満
経験年数

15年以上20年未満
経験年数

20年以上25年未満

一般行政職

大学卒 286,235 円 － 319,205 円

高校卒 227,361 円 269,686 円 348,486 円
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成17年４月１日）

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比

８級 課長、参事、室長、事務局長、事務長 11 人 14.9 ％

７級 課長、参事、室長、事務局長、事務長、主幹 25 人 33.8 ％

６級 係長、主査 8 人 10.8 ％

５級 係長、主査 3 人 4.0 ％

４級 主任 17 人 23.0 ％

３級 主事、技師 5 人 6.8 ％

２級 主事、技師 4 人 5.4 ％

１級 主事補、技師補 1 人 1.3 ％

(注) １　長万部町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
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(2) 昇給期間短縮の状況

区分 全職種

16年度

職員数
173 人

Ａ

普通昇給期間（12～24月）を

17 人短縮して昇給した職員数

Ｂ

比率
9.8 ％

B/A

15年度

職員数
176 人

Ａ

普通昇給期間（12～24月）を

12 人短縮して昇給した職員数

Ｂ

比率
6.8 ％

B/A

４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

長万部町 国

１人当たり平均支給額（16年度)
－

1,533 千円

（16年度支給割合） （16年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

3.0月分 1.4月分 一般職員 3.0月分 1.4月分

（1.6月分） （0.7月分） 特定幹部職員 2.6月分 1.8月分

（1.6月分） （0.7月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5％～15％ ・役職加算 5％～20％

・管理職加算 10％～25％

※平成16年度は、役職加算の凍結を実施

(注) （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当（平成17年４月１日現在）

長万部町 国

（支給率） （支給率）

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 21.00月分 27.30月分 勤続20年 21.00月分 27.30月分 

勤続25年 33.75月分 42.12月分 勤続25年 33.75月分 42.12月分 

勤続35年 47.50月分 59.28月分 勤続35年 47.50月分 59.28月分 

最高限度額 59.28月分 59.28月分 最高限度額 59.28月分 59.28月分 

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

　退職時特別昇給
勧奨の場合、56歳以上勤続20年以上で退職日から
６月遡及し、定年との年齢差１年につき１号俸で最
高２号俸

１人当たり
平均支給額

7,843千円 24,219千円 

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。
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(3) 調整手当（平成17年４月１日現在）

支給実績（16年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

東京都特別区 12 ％ － 12 ％

大阪市、名古屋市 10 ％ － 10 ％

福岡市 6 ％ － 6 ％

札幌市、北九州市 3 ％ － 3 ％

(4) 特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

区分 全職種

支給実績（16年度決算） 10,966 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 238,391 円

職員全体に占める手当支給職員の割合（16年度） 26.6 ％

手当の種類（手当数） 9

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

行路死亡人取扱業務手当
行路死亡人取扱い業務に従
事した職員

行路死亡人の引受け、引渡
し、埋葬、発掘に従事又は立
会いしたとき

日額 3,000円 

野犬掃とう業務手当
野犬掃とう業務に従事した
職員

野犬掃とうのため薬物投与、
捕かく、死がいの回収に従
事したとき

１回当たり 500円 

感染症防疫業務手当
感染症発生に伴う防疫業務
に従事した職員

感染症が発生し、若しくは発生する
おそれのある場合において、感染
症の患者若しくは感染症の疑いの
ある者の救護若しくは移送若しくは
感染症の病原体に汚染された物件
若しくは汚染された疑いのある物件
の処理作業に従事したとき

１回当たり 1,000円 

有害鳥虫駆除業務手当
有害鳥虫駆除業務に従事し
た職員

蜂、カラスの巣、毒蛾等の駆
除に従事したとき

１回当たり 500円 

救急業務手当
救急業務に従事した消防吏
員

救急車の出動要請により出動し、傷
病人の措置及び救助活動を行い消
防長が認めたとき

１回当たり 500円 

消火作業手当
消火作業に従事した消防吏
員

火災のため、出動かつ消火
のため放水し消防長が認め
たとき

１回当たり 500円 

ごみ処理業務手当
ごみ処理業務に従事した職
員

ごみ処理施設において、ご
みの焼却、廃棄、不燃物の
区分に従事したとき

月額 4,000円 

医師業務手当 医師業務に従事した医師
町立病院の医師として医療
業務に従事したとき

病院長 月額 150,000円 

副院長 月額 130,000円 

医師 月額 100,000円 

夜間看護業務手当
夜間看護業務に従事した看
護師

町立病院の看護師として正規の勤
務時間による勤務の一部又は全部
が深夜において行われる看護等の
業務に従事したとき

１回当たり 6,800円 

(5) 時間外勤務手当

支給実績（16年度決算） 22,456 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 162 千円

支給実績（15年度決算） 27,604 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） 196 千円
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(6) その他の手当（平成17年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（16年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（16年度決算）

扶養手当

　扶養親族のある職員に支給

同 － 23,690 千円 229,995 円
（支給額）
　配偶者　13,000円
　配偶者以外　２人まで　　　　各6,000円
　　　　　　　　　　３人目以降　　各5,000円
　子（16歳年度初め～22歳年度末）　加算5,000円

通勤手当

　通勤距離が片道２km以上である職員に支給

同 － 1,297 千円 36,022 円

（支給額）
　交通機関等の利用者
　　６箇月定期券等の価額により一括支給
　　ただし、１箇月当たり55,000円が支給限度額
　自動車等の交通用具使用者
　　通勤距離に応じた月額（2,000円～24,500円）を毎月支給

単身赴任手当

　異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と別
居して単身で生活する職員に支給

同 － － －
（支給額）
　配偶者宅との交通距離に応じ月額23,000円～68,000円を
支給

住居手当

　借家・借間又は自宅に居住する職員及び単身赴任手当受
給者であって配偶者が借家・借間に居住する職員に支給

同 － 10,652 千円 171,798 円

（支給額）
　借家・借間居住職員（月額12,000円を超える家賃を支払っ
ている職員）
　　最高27,000円
　　※平成17年度は、算定額から5,000円を減額して支給
　自宅居住職員
　　2,500円（自宅の新築・購入から５年間に限る）
　配偶者が借家・借間に居住する単身赴任手当受給職員
　　最高13,500円

休日勤務手当

　祝日法による休日等に勤務した職員に支給

同 － 3,223 千円 64,464 円（支給額）
　勤務１時間当たりの給与額×135/100×勤務時間数

夜間勤務手当

　正規の勤務時間として深夜に勤務した職員に支給

同 － 5,986 千円 193,103 円（支給額）
　勤務１時間当たりの給与額×25/100×勤務時間数

管理職手当

　管理又は監督の地位にある職員に支給

異
支給率
　8/100～25/100 17,562 千円 675,458 円

（支給額）
　職務の特殊性に基づいて、支給率を指定される
　給料月額×支給率
　支給率ごとの代表的な職名
　　13/100　病院長　　11/100　副院長
　　10/100　課長、参事、室長、事務長、事務局長、消防長
　　8/100　技師長、清掃センター長、保育所長、消防署長
　　6/100　課長補佐、消防署次長

管理職員特別
勤務手当

　管理又は監督の地位にある職員が、臨時又は緊急の必要
等により、週休日又は休日等に勤務した場合に支給

異
支給額
　4,000円～18,000円 162 千円 12,462 円

（支給額）
　管理職手当の支給率に応じて、勤務１回につき6,000円～
8,000円を支給、６時間を超える勤務は５割増

宿日直手当

　宿日直勤務を行った職員に支給

異
支給額
　4,200円～20,000円 10,263 千円 366,518 円

（支給額）
　勤務の態様に応じ、その勤務１回につき次のとおりの額
　５時間未満の勤務は５割減
　　医師　　　　　　　　　 20,000円
　　医療技師、看護師　　2,500円
　　その他の職員　　　　 4,200円

寒冷地手当

　11月から翌年３月までの各月に在職する職員に支給

同 － 26,688 千円 156,073 円
（支給額）
　世帯等の区分に応じた額
　　世帯主である職員（扶養親族のある職員）　23,360円
　　　　　　　　　　　　　（その他の世帯主）　　　　 13,060円
　　その他の職員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,800円
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５　特別職の報酬等の状況（平成17年４月１日）
区分 給料月額等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

町長
648,000 円

860,000 円 ／ 530,600 円
( 810,000 円）

助役
552,500 円

663,000 円 ／ 432,600 円
( 650,000 円）

収入役
522,000 円

616,000 円 ／ 452,000 円
( 580,000 円）

教育長
522,000 円

－ ／ －
( 580,000 円）

報
酬

議長 250,000 円 361,000 円 ／ 225,000 円

副議長 205,000 円 305,000 円 ／ 173,000 円

常任委員長・
議会運営委員長

185,000 円 － ／ －

議員 175,000 円 285,000 円 ／ 143,000 円

期
末
手
当
等

町長 （16年度支給割合）

助役
4.4月分（教育長は、期末手当3.0月分、勤勉手当1.4月分）
役職加算　15％（平成16年度は、役職加算の凍結を実施）

収入役

教育長

議長 （16年度支給割合）

副議長
4.25月分
役職加算　15％（平成16年度は、役職加算の凍結を実施）常任委員長・

議会運営委員長

議員

退
職
手
当

（算定方式） （支給時期）

町長 給料月額×勤続期間（年）×531.3/100 任期毎

助役 給料月額×勤続期間（年）×335.5/100 任期毎

収入役 給料月額×勤続期間（年）×293.7/100 任期毎

教育長 給料月額×勤続期間（年）×293.7/100 任期毎

諸
手
当

町長

助役
一般の職員に準じて、通勤手当及び寒冷地手当を支給

収入役

教育長

(注) １　給料の（　）内は、削減前の額です。

２　退職手当の算定方式の給料月額は、削減前の額です。
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６　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

　　　　　　　　　区分
部門

職員数 対前年
主な増減理由

平成17年 平成16年 増減数

一
般
行
政
部
門

議会 3 3 0

総務 19 20 △ 1 合併協議会の終了

税務 8 8 0

労働 0

農林水産 8 8 0

商工 1 1 0

土木 18 18 0

民生 11 11 0

衛生 12 13 △ 1 清掃業務の組織見直し

小計 80 82 △ 2 ［参考：類似団体の職員数　70人］

特
別
行
政

部
門

教育 14 16 △ 2 教育業務の組織見直し

消防 20 20 0

小計 34 36 △ 2 ［参考：類似団体の職員数　18人］

公
営
企
業
等

会
計
部
門

病院 35 36 △ 1 看護師の欠員不補充

水道 5 6 △ 1 水道事業業務の組織見直し

下水道 3 3 0

その他 10 11 △ 1 ガス事業業務の組織見直し

小計 53 56 △ 3

合計
167 174 △ 7

[ 201 ] [ 201 ] [ 0 ]

(注) １　職員数は一般職に属する職員数です（教育長を含みます。）。

２　［　］内は、条例定数の合計です。
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(2) 年齢別職員構成の状況（平成17年４月１日現在）

区分
20歳
未満

20歳
～

23歳

24歳
～

27歳

28歳
～

31歳

32歳
～

35歳

36歳
～

39歳

40歳
～

43歳

44歳
～

47歳

48歳
～

51歳

52歳
～

55歳

56歳
～

59歳

60歳
以上

計

職員数 2人 8人 24人 20人 13人 21人 13人 29人 19人 16人 1人 166人

(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

①　定員適正化目標（数・率）

計画期間
数値目標

始期 終期

平成17年4月1日 平成22年3月31日 17人の純減

②　平成22年４月１日現在における定員の数値目標

平成17年度策定「長万部町集中改革プラン」数値目標
　平成22年４月１日現在職員総数　150人
　（平成17年４月１日現在職員数　167人→　150人　17人（10.2％）の純減）

③　定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

　　　　　　　　　区分
部門

17年 18年 19年 20年 21年 22年 17年～22年 （参考）

計画前年 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 計 数値目標

全職種

減員

増員

差引 － △ 17

職員数 167 （　％） 150

(注) １　計画期間は、平成17年～平成21年の５年間です。

２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。
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8
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12

14

16

18

20

構成比

５年前の構成比

20
歳
未
満

21

｜

23

24

｜

27

28

｜

31

32

｜

35

36

｜

39

40

｜

43

44

｜

47

48

｜

51

52

｜

55

56

｜

59

60
歳
以
上

％
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７　公営企業職員の状況

(1) ガス事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

区分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

（参考）　　　　　　　１
15年度の総費用に占
める職員給与費比率A B B/A

16年度 95,142 千円 △ 317 千円 41,962 千円 44.1 ％ 43.0 ％

(注) 総費用、純損益又は実質収支及び職員給与費は、「地方公営企業決算状況調査」によります。

イ　予算

区分
職員数 給与費 １人当たり給与費

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 　　B B/A

17年度 5 人 19,552 千円 3,334 千円 7,461 千円 30,347 千円 6,069 千円

(注) １　職員手当には退職給与金を含みません。

２　給与費は当初予算に計上された額です。

ウ　特記事項

一般職員と同様に給与抑制措置を実施しています。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成17年４月１日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

長万部町 45.0 歳 339,050 円 497,959 円

団体平均 43.1 歳 361,914 円 572,719 円

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

長万部町 団体平均

１人当たり平均支給額（16年度) １人当たり平均支給額（16年度)

1,503 千円 1,703 千円

（16年度支給割合）

一般職員と同じ

（加算措置の状況）

一般職員と同じ

イ　退職手当（平成17年４月１日現在）

長万部町 団体平均

（支給率）

一般職員と同じ

自己都合 勧奨・定年

１人当たり
平均支給額

－ 22,835千円 
１人当たり
平均支給額

7,272千円 
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ウ　調整手当（平成17年４月１日現在）

支給実績（16年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都特別区 12 ％ － 12 ％

大阪市、名古屋市 10 ％ － 10 ％

福岡市 6 ％ － 6 ％

札幌市、北九州市 3 ％ － 3 ％

エ　特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

ガス事業の職員に支給される特殊勤務手当はありません。

オ　時間外勤務手当

支給実績（16年度決算） 419 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 70 千円

支給実績（15年度決算） 293 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） 49 千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成17年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の制
度と異なる内容

支給実績
（16年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（16年度決算）

扶養手当 一般職員と同じ 同 － 810 千円 202,500 円

通勤手当 一般職員と同じ 同 － 24 千円 24,000 円

単身赴任手当 一般職員と同じ 同 － － －

住居手当 一般職員と同じ 同 － 666 千円 222,000 円

休日勤務手当 一般職員と同じ 同 － 300 千円 49,949 円

夜間勤務手当 一般職員と同じ 同 － － －

管理職手当 一般職員と同じ 同 － － －

管理職員特別
勤務手当

一般職員と同じ 同 － － －

宿日直手当 一般職員と同じ 同 － － －

寒冷地手当 一般職員と同じ 同 － 1,014 千円 169,033 円

④　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

町全体で定員適正化計画を策定しているため、省略します。
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(2) 水道事業

①　職員給与費の状況

ア　決算

区分 総費用
純損益又は
実質収支

職員給与費
総費用に占める
職員給与費比率

（参考）　　　　　　　１
15年度の総費用に占
める職員給与費比率A B B/A

16年度 159,935 千円 5,673 千円 33,585 千円 21.0 ％ 22.6 ％

(注) 総費用、純損益又は実質収支及び職員給与費は、「地方公営企業決算状況調査」によります。

イ　予算

区分
職員数 給与費 １人当たり給与費

A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　 　　B B/A

17年度 5 人 14,779 千円 5,545 千円 2,216 千円 22,540 千円 4,508 千円

(注) １　職員手当には退職給与金を含みません。

２　給与費は当初予算に計上された額です。

ウ　特記事項

一般職員と同様に給与抑制措置を実施しています。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成17年４月１日現在）

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

長万部町 33.9 歳 249,648 円 400,015 円

団体平均 44.1 歳 375,763 円 577,861 円

(注) 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

長万部町 団体平均

１人当たり平均支給額（16年度) １人当たり平均支給額（16年度)

1,196 千円 1,768 千円

（16年度支給割合）

一般職員と同じ

（加算措置の状況）

一般職員と同じ

イ　退職手当（平成17年４月１日現在）

長万部町 団体平均

（支給率）

一般職員と同じ

自己都合 勧奨・定年

１人当たり
平均支給額

－ 26,262千円 
１人当たり
平均支給額

17,842千円 
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ウ　調整手当（平成17年４月１日現在）

支給実績（16年度決算） －

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） －

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

東京都特別区 12 ％ － 12 ％

大阪市、名古屋市 10 ％ － 10 ％

福岡市 6 ％ － 6 ％

札幌市、北九州市 3 ％ － 3 ％

エ　特殊勤務手当（平成17年４月１日現在）

水道事業の職員に支給される特殊勤務手当はありません。

オ　時間外勤務手当

支給実績（16年度決算） 478 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（16年度決算） 80 千円

支給実績（15年度決算） 731 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（15年度決算） 122 千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（平成17年４月１日現在）

手当名 内容及び支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職の制
度と異なる内容

支給実績
（16年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額
（16年度決算）

扶養手当 一般職員と同じ 同 － 396 千円 198,000 円

通勤手当 一般職員と同じ 同 － 24 千円 24,000 円

単身赴任手当 一般職員と同じ 同 － － －

住居手当 一般職員と同じ 同 － 637 千円 159,250 円

休日勤務手当 一般職員と同じ 同 － 14 千円 7,037 円

夜間勤務手当 一般職員と同じ 同 － － －

管理職手当 一般職員と同じ 同 － － －

管理職員特別
勤務手当

一般職員と同じ 同 － － －

宿日直手当 一般職員と同じ 同 － － －

寒冷地手当 一般職員と同じ 同 － 805 千円 134,083 円

④　定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

町全体で定員適正化計画を策定しているため、省略します。
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